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はじめに

市町村における土木・建築部門の職員数は、公共事業の縮減等に

伴って、減少傾向が続いています。水産庁が令和５年１月に全国403の

市町村の漁港管理者に対して改めて実施したアンケート調査では、依

然として、漁港漁場整備を担当する技術職員がいない自治体が２年前

と変わらず約３割という深刻な実態が引き続き明らかになりました。

こうした事態を受け、水産庁では、引き続き市町村等が漁港漁場整備

事業等を円滑に推進していくことができるよう、市町村への支援の取組

を進めているところです。

本書は、この取組として、初めて漁港漁場整備等に携わることとなった

職員を対象に、漁港漁場整備事業の実務の一連の流れ（計画・実施・管

理）を理解できるように作成しました。

本書が漁港漁場整備の実務担当者の一助となれば幸いです。
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Ⅰ．事業基本計画
（p.5～p.39で解説）

Ⅱ．予算要求と交付申請
（p.41～p.48で解説）

Ⅲ．事業執行と台帳調製
（p.50～p.68で解説）
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Ⅱ-① [p.41]
予算（実施）要求資料
の作成

事業評価の実施（２月）

概算要求ﾋｱﾘﾝｸﾞ（5月）

実施要求ﾋｱﾘﾝｸﾞ（1月）

地区別配分内示計画の承認

補助金交付決定

１． 漁港漁場整備事業の実務の流れ

事業基本計画の作成

Ⅰ-② [p.31]
事業評価書の作成

Ⅰ-① [p.5]
水産庁長官への事業
基本計画の承認申請

Ⅱ-② [p.42]
農林水産大臣への
補助金交付申請

Ⅱ-③ [p.46]
水産庁への

内示変更要望
※

交付決定変更申請
※

Ⅱ-④ [p.48]
地方財務局等への
繰越手続き

※

Ⅱ-① [p.41]
予算（概算）要求資料
の作成

Ⅲ-① [p.50]
工事設計書の作成

審査ヒアリング
（早期着工の場合）

Ⅲ-② [p.63]
発注関係事務

Ⅲ-③ [p.65]
実績報告と額の確定

新規・改良の断面の場
合は工法協議が必要

• 契約図書の作成
• 予定価格の作成
• 入札及び契約の方法

の選択
• 契約相手方の決定
• 工事の監督・検査
• 工事中及び完成時の

施工状況の確認・評価

変更交付決定

予算繰越

Ⅰ-③ [p.39]
事業基本計画の変更

※
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Ⅲ-④ [p.68]
漁港台帳の調製

（注）表中の※の手続きは必要な場合のみ実施。

事業ニーズの把握と
基本構想の作成

Ⅰ-① [p.5]

：国（農林水産大臣又は水産庁長官等）が対応する項目 ， 4



（事業基本計画の承認要件）

 「水産物供給基盤整備事業等実施要領」（以下「実施要領」という。）第4の3「事業基本計画の

承認」で以下のとおり定められている。

ア 「漁港漁場整備法」第6条の2に規定する「漁港漁場整備基本方針」に適合しているもので

あること。

イ 事業の実施体制及び費用の負担能力からみて、事業が確実に遂行できる十分な見通し

があるものであること。

ウ 事業実施後、施設の適正な管理及び運営が図られる見通しがあるものであること。

 「水産物供給基盤整備事業等実施要領の運用について」（以下「実施要領の運用」という。）第

2の2において、事業基本計画の承認等における要件として、都道府県は圏域総合水産基盤

整備事業計画を事業主体と調整して作成し、届け出ることとなっている。

（事業基本計画の内容）

 事業基本計画は、ｱ 地区名、ｲ 地区の概要、ｳ 計画の基本方針、 ｴ 計画内容、ｵ その他事

業の実施に当たって参考となる事項を主な内容として定める。（実施要領第4）

 事業基本計画は、実施要領の運用の[記載要領]を踏まえて作成する。

 事業基本計画の提出は、原則、事業実施希望年度の前年度の3月末日までに提出する。

（実施要領の運用第2）

（事業基本計画の申請）

 事業の実施に当たって国の助成を受けようとする場合、都道府県知事は水産庁長官に対し、

事業計画の承認申請を行う。（実施要領第4の3）

 事業主体が市町村長又は水産業協同組合の長の場合は、都道府県知事へ提出し、都道府

県知事から水産庁長官に申請する。（実施要領第4の3）
5

２． 漁港漁場整備事業の実務の内容
Ⅰ．事業基本計画

Ⅰ-①事業基本計画の作成と承認申請

より良い漁港漁場整備を推進するためには、日頃から漁業者等の要請を聞き取って、事業ニー

ズを把握し、漁港漁場整備の基本構想を固めておくことが重要である。

その上で、事業主体は、関係する漁業者の要望、波浪・高潮等の自然状況等を十分に把握し、

「漁港計画の手引き」等を参考にしながら、①計画課題の整理、②計画目標の設定、③整備方針

の決定、の順で事業基本計画の検討を進める。

国の助成を受けて漁港漁場整備事業（漁港関係事業メニュー早見表[p.7]を参照）を実施する場

合には、事業主体は「水産物供給基盤整備等実施要領」等に基づいて、事業基本計画を作成し、

水産庁長官に対し、その承認申請を行う。

水産庁長官は、事業主体等からの申請が承認の要件に該当し、事業を実施することが適当で

あるときには、事業基本計画を承認する。なお、特定漁港漁場整備事業計画（一つの事業の計

画事業費が20億円以上等の一定の要件を満す計画。以下、特定計画と言う。）については、漁港

漁場整備法施行規則に基づき、手続きを行う。



＜関連する通知等＞

 「水産物供給基盤整備事業等実施要領」（令和5年3月31日付け4水港第2964号）

 「水産物供給基盤整備事業等実施要領の運用について」（令和5年3月31日付け4水港第2966号）

（特定漁港漁場整備事業計画の場合）

 「漁港漁場整備法施行規則」（昭和26年農林省令第47号）

 「特定漁港漁場整備事業実施要領」（平成14年6月5日付け14水港第960号）

＜参考資料＞

 漁港漁場関係事業事務必携 （令和４年度：公益社団法人全国漁港漁場協会）

 漁港計画の参考図書（令和４年度：水産庁）

 人工魚礁漁場造成計画指針（平成12年度：社団法人全国沿岸漁業振興開発協会）

 増殖場造成指針(昭和58 年度：(社)全国沿岸漁業振興開発協会)

 増殖場造成計画指針〔ﾏﾀﾞｲ・ｲｾｴﾋﾞ編〕(昭和63年度：(社)全国沿岸漁業振興開発協会)

 増殖場造成計画指針〔ﾋﾗﾒ・ｱｻﾘ編〕(平成8年度：(社)全国沿岸漁業振興開発協会)

（参考） 地方公共団体等の特定計画※2の策定・公表までの流れ

事業基本計画（特定計画以外※1）の計画承認までの流れ

※１ 特定計画以外の計画とは、一事業の計画事
業費が20億円以下等の特定の要件を満たさな
い計画である。当該計画に基づく事業は地方財
政法第16条に基づいて実施される予算補助事
業となる。

※2 特定計画とは、漁港漁場整備法施行規則第1条の2で定める「計画
事業費が一事業につき20億円を超えるものであること。」等の要件を
満たす計画である。当該計画に基づく事業は特定漁港漁場整備事業
となり、漁港漁場整備法に基づいて実施される法律補助事業となる。
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漁港関係事業メニュー早見表

漁港施設を整備する場合
（新設、改良）

一定の港勢を有しているか

① 第1種または第2種の場合
・ 利用または登録漁船数50隻以上
・ 陸揚金額１億円以上等

② 第３種または第４種であること 等

水産流通基盤整備事業

該当 該当無
漁港施設と

一体的に整備

水産生産基盤整備事業

流通拠点漁港 生産拠点漁港

地域水産物供給基盤整備事業

その他漁港

漁村再生交付金事業

計画事業費が５億円以上

該当

該当無
計画事業費が１億円以上等

該当

【 機能保全工事以外の場合 】

附帯施設のみ

該当無

【 機能保全工事の場合 】

：水産基盤整備事業費（公共）

：農山漁村地域整備交付金（公共）

漁港施設機能強化事業

漁港施設を整備する場合
（地震、波浪等に対する既存施設の改良のみ）

計画事業費が、機能診断は2千
万円以上20億円未満、機能強化
工事は5千万円以上20億円未満

該当

[注]上記の事業の他、計画事業費3億円未満1千万円以上の漁港施設等の新築、増築、改築、補修又は除却は、漁港機能増進
事業（非公共）により実施可能。また、地域再生計画に基づく第1種漁港又は第2種漁港の整備は、港整備推進交付金で実施可能。

漁業集落環境施設や
漁港環境整備施設等

を整備する場合

該当

漁業依存度
（漁業依存度又
は漁家比率が
第１位の漁業集
落であること）
等

該当

計画事業費が３千万円以上

漁村整備事業

該当

単独事業

7

漁港漁村環境整備事業

基本施設（一部機能施設を含む）のみ、又は
基本施設と附帯施設が一体的な場合

一定の港勢を有しているか
① 第1種または第2種の場合

・ 利用または登録漁船数50隻以上
・ 陸揚金額１億円以上等

② 第３種または第４種であること 等

水産物供給基盤機能保全事業

該当

※要件を満たせば、総務省
の公共施設等適正管理推
進事業債の活用が可能

係留施設のうち屋根付き防
風・防雪・防暑等設備及び
清浄海水導入施設
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増殖場（消波施設・中間育成施設）、
養殖場（消波施設、区画施設）

その他の保全事業

当該漁場を利用する漁船の本拠地と
なる漁港が以下を満たすか。
① 第1種または第2種の場合

・ 利用または登録漁船数50隻以上
・ 陸揚金額１億円以上等

② 第３種または第４種であること 等

単独事業

水産物供給基盤機能保全事業

該当

該当無

【 機能保全工事の場合 】

：水産基盤整備事業費（公共）

：農山漁村地域整備交付金（公共）

[注]上記の事業の他、計画事業費3億円未満1千万円以上の漁港施設等の新築、増築、改築、補修又は除却は、漁港機能増進
事業（非公共）により実施可能。また、地域再生計画に基づく第1種漁港又は第2種漁港の整備は、港整備推進交付金で実施可能。

※要件を満たせば、
総務省の公共施設
等適正管理推進事
業債の活用が可能

8

魚礁、増殖場、養殖場、増養殖
推進事業（海域環境観測施設）、

漁場の保全のための事業

・「ストック効果の最大化に向
けた漁港の機能分担・有効活

用推進事業」
・「水産資源を育む水産環境
保全・創造事業」の漁場再生

対策

該
当

漁場関係事業メニュー早見表

【 機能保全工事以外の場合 】

漁場関係事業メニュー早見表

魚礁（浮魚礁以外）・
増殖場を整備

・計画事業費が
３億円以上等

水産環境整備事業

該当

水産生産基盤整備事業

地域水産物供給
基盤整備事業

・計画事業費
５千万円以上
（市町村等は
１千万以上）
等

【 機能保全工事以外の場合 】

漁場の保全のため
の事業

養殖場を整備

・計画事業１億
円以上等

水域環境保全創造事業

該当

事業内容・
漁港整備の
有無等によ
り選定

浮魚礁を整備

・計画事業費
5千万円以上
（市町村等は
１千万以上）
等

増養殖推進事業

「水産資源を育む水産環
境保全・創造事業」
・海域環境観測施設：ICT
化対策
・水産動植物の種苗を生
産する施設：豊かな海を
育む総合対策（マスター
プラン）

該当

該当
該当



事業基本計画の参考事例①（水産生産基盤整備事業）
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漁港位置図
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事業基本計画の参考事例②（水産環境整備事業）
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21

また、藻場整備にあたっては、●●地区の藻場の保全活動を実施している
「●●の藻場を守る会」の取組と連携し、着実な効果発現を図る。追記
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また、持続可能な水産物の生産体制の構築に向け、●●地区資源管理計画
など水産資源管理の取組との連携を図るほか、施工時にCO2排出の少ない
工法を採用するなど環境負荷低減を図る。追記
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事業基本計画の参考事例③（水産物供給基盤機能保全事業）

水産物供給基盤機能保全事業基本計画書
（保全工事の実施）

（別記様式第２－１号）

１ 地区名
○○地区

２ 位置図等

都道府県名 ○○県 漁港管理者名 ○○市 事業主体名 ○○市 所管名 離島

対象漁港名
（所在地）

○○漁港(○○県○○市○○)

位置図

漁港位置図
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３ 計画内容

計画期間 令和3年度～令和8年度 計画事業費 ４７百万円

計画概要 保全工事の実施

機能保全計画に基づく日常点検、定期点検について、UAVを活用した計測を行っており、工
事の実施に必要な測量調査についても、新技術を活用する予定。

本事業では、将来要求性能を下回る施設についても、５年間の期間で計画的に実施すること
により予算の平準化に努める。
・北防波堤 L=〇m 本体工腹付け＋上部工の打換え（嵩上げを含む）

本体工、上部工において、老朽化が発生しており、将来要求性能を下回るおそれがある。
また、近年越波が頻発しており、静穏度が悪化していることから、保全工事と合わせて、耐波
性能を向上させる工事を行う。
・南護岸 L=〇m 裏埋工（吸出し防止含む）＋エプロン打換え
エプロンにおいて、裏埋土の流失に伴う著しい沈下、陥没が見られ、要求性能を下回る可能

性があることから、吸出し防止対策と合わせて、エプロン打換えを行う。
・-2.0m物揚場 L=〇m 鋼矢板 被覆防食＋電気防食
鋼矢板において、発錆、腐食が見られ、将来要求性能を下回るおそれがあることから、防食

工を行う。

工事実施の
有効性

①○○漁港において、外郭施設、係留施設の保全工事を実施することにより、
安全安心な漁業活動の確保を図ることができる。
②保全工事と合わせて、耐波性能を向上させる工事を一体的に実施することに
より、分割して実施するよりも50年間のLCC縮減が図られる。
③機能保全計画、点検記録については、電子化済みであり、今後、国、県の動
向を見ながら、漁港台帳の電子化を図っていく。

工事実施に
向けた体制

①○○市の財政状況は、令和〇年度決算において収支が均衡しており、財政的
な基礎が整いつつある状況である。漁港施設の長寿命化、LCCの縮減を図る本
事業の実施は、予算の平準化の観点からも有効と考えており、財政状況及び負
担能力からも問題はない。
②地元漁業協同組合や漁業関係者も水産業の振興、地域振興に欠かせない○○
漁港の機能保全を要望しており、工事の実施に対する協力体制が整っている。
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４ 対象魚港一覧
○○漁港（漁港番号 ） （平成30年港勢調査）

漁港種類 第１種 所管 離島 漁港所在地 ○○市○○

地域指定 離島地域、過疎地域

属地陸揚量 140 ﾄﾝ 属人陸揚量 140 ﾄﾝ 属地陸揚金額 87百万円

登録漁船数 44 隻 利用漁船数 56隻 利用遊漁船等 -隻

採択要件 a利用漁船の実隻数が50隻程度以上

主要な漁業種類 小型底びき網、敷網、刺網、定置網

主な魚類
かたくちいわし、かれい、いかなご、つぶ、ほっきがい、かざ
み類

地区の特徴

本地区は、本土の○○港から南方〇kmの○○諸島にある○○
島北岸に位置し、○○島唯一の○○漁港を有している。
○○漁港は、第〇次漁港整備計画における改修事業により、

外郭施設、係留施設の充実が図られ、古くからおこなわれてき
た小型底引き網、定置網漁の効率化、軽労化が図られている。
近年では、「○○地区浜の活力再生プラン」に基づき、漁村

交流人口の増加に向けた施設の整備や高付加価値化が進められ
ている。

水産基盤の役割

○○漁港は、○○島における小型底引き網、定置網漁の生産
拠点としての役割とともに、○○島唯一の玄関口として定期船
の発着場としての役割も有している。
本漁港の長寿命化を図りつつ更新コストを縮減していくこと

は、地域の持続、発展のためにも重要である。

５ 漁港施設及び漁場の施設一覧

種類 名称 規模（延長等）
健全度の
評価時期

健全度の
評価結果

工事実施又
は機能保全
計画見直し
の実施の対
象施設

実施時期

外郭施設 北防波堤 L=〇m R2.9 B 〇 R5～R8

外郭施設 南護岸 L=〇m R2.11
A
D

● R3～R4

係留施設
-2.0m物
揚場

L=〇m R2.9 B 〇 R4～R6

係留施設
-1.5m物
揚場

L=〇m R2.8 C

係留施設
-1.0m物
揚場

L=〇m R2.8 C

水域施設 泊地 A=〇m2 R2.7 D
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６ 機能保全計画の概要
別記様式第１５号のとおり

７ 漁港施設の管理状況
日常の管理については、担当職員が目視により状況の把握を行っている。目視

による変状の有無を確認し、変状があった箇所については簡易調査（重点項目）
により変状の規模の把握を行い、前回調査から５年経過後、台風通過後、地震
（震度５以上）発生後には、簡易調査（簡易項目）をチェックシートに基づき調査を
行うものとする。また、日々の管理により、施設としての機能が低下している場合
は、単独費において補修を行い、機能の保持を図っている

８ 計画平面図
別紙のとおり

９ 写真
別紙のとおり

10 漁港の機能分担・有効活用推進事業基本計画（第１の３の（１）のウの事業を行う場合）

11 機能保全計画の見直しを行う場合にあたっては、新技術の導入等により、確実にライフ
サイクルコストの低減が図られることを示す資料
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添付する写真は、
○「保全工事の実施」の場合 対象施設ごとに劣化状況などがわかるものを添付
〇「機能保全計画の見直し」の場合 代表的な工種のものを添付
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（事業評価実施要領に基づく事業評価）

 事業評価では、事業実施地区の事業計画毎に、費用に見合った政策効果が得られているか

などを事前に評価するとともに、必要に応じて事後（期中、完了後）の検証を行う。

 事業評価の対象は総事業費10億円以上の事業実施予定地区としている。

 評価書の提出時期は、例年、①事前評価：10月中旬、②期中評価：10月末、③完了後評価：

11月中旬としている。

（実施要領の運用第2の1の（6）の事前の評価に関する調書による協議）

 総事業費10億円未満の事業実施予定地区も含め、調書の提出が必要。

 事業基本計画の承認申請の前に、事前の評価に関する調書をもって水産庁と協議する。

 他の事業と一体的効果又は相乗効果を発揮する場合で、それぞれの効果を分離することが

妥当性を欠く場合は、他の事業と一体的な調書を作成する。

（事業評価の方法、手法）

 事業評価は、費用対効果分析その他の手法により、事業の必要性、効率性、有効性等につ

いて総合的に評価する。

 事業評価手法の基本的な考え方や便益の計測方法等については水産基盤整備事業費用

対効果分析のガイドライン（令和2年5月改訂,水産庁漁港漁場整備部）等を参考にすることが

できる。

＜関連する通知等＞

「水産関係公共事業の事業評価実施要領」（令和3年4月1日付け2水港第2377号）

「水産物供給基盤整備事業等実施要領の運用について」（令和4年4月1日付け3水港第2615号）

＜参考資料等＞

水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン（令和2年5月改訂,水産庁漁港漁場整備部）

水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン－参考資料－（令和３年5月改訂,水産庁漁港

漁場整備部）

Ⅰ-② 事業評価書の作成

漁港漁場整備事業では、 原則、事業主体に対し事業評価の実施を義務付けている。

総事業費10億円以上の場合、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」 （平成13年法律第

86号）に基づく事業評価を「水産関係公共事業の事業評価実施要領」（ 以下、「事業評価実施要

領」という。） ）によって実施することとなる。ただし、地方創生港整備推進交付金及び農山漁村地

域整備交付金に係る事業、水産物供給基盤機能保全事業、災害復旧事業並びに国が行う特定

漁港漁場整備事業のうち漁港漁場整備法第4条第１項第１号の補修に係る事業は除かれる。

また、総事業費10億円未満の場合でも、 実施要領の運用第2の1の（6）に基づき、事前の評価

に関する調書を作成し、水産庁と協議する。
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水産関係公共事業評価体系図（総事業費10億円以上の事業が対象）

※総事業費10億円未満の事業については、実施要領の運用第2の1の（6）及び第6の規
定に応じて評価等を行うこと。 32



事前評価書の参考事例
（事業評価実施要領に基づく事前評価の事例）
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※ 過去の事業評価事例については、以下の農林水産省webページで閲覧できる。
（https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyosei/assess/hyouka/koukyou_index.html）
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Ⅰ-③ 事業基本計画の変更

（計画変更の理由）

 計画変更が避けられない事態には以下のものが挙げられる。

① 当初計画の内容と現場の状態が一致しない場合

（異常な天然現象により地形が変化した場合、計画策定後の調査・検討によって経済的、

合理的な計画に変更することが可能となった場合 など）

② 社会情勢が変化した場合

（漁業情勢又は経済情勢の急激な変化によって計画規模を変更する必要が生じた場合、

インフレーションなど予期することのできなかった異常な事態が発生した場合など）

 計画変更の理由については、漁港漁場関係事業事務必携 令和４年度（公益社団法人全国

漁港漁場協会）の5.1計画変更を参考にできる。

（事業基本計画の変更の基準）

 事業基本計画の変更の基準は、運用第2の3で規定している。

（実施要領の運用第2の3で計画変更が必要となる具体的な内容）

ア 計画工事種目の新設又は廃止

イ 計画工事種目ごとの計画数量の変更であって20％以上の増減

ウ 計画位置等の大幅な変更

[参考]

 特定漁港漁場整備事業計画の変更の基準は、漁港漁場整備法施行規則第1の6、特定漁港

漁場整備事業実施要領第3で規定している。

（施行規則第1の6で規定されている変更基準のポイント）

一 目的又は第一条の四第一項第一号に掲げる事項（環境との調和に関する事項）に

係る変更

二 次に掲げる工事に関する事項の変更

イ 基本施設（外郭施設にあっては、他の防波堤により防護される水域内に設置される

防波堤を除く。）の追加若しくは廃止、規模に関する大幅な変更又は配置に関する

大幅な変更

ロ～二 省略

三 計画事業費が百分の二十以上増減することとなる変更

事業基本計画の承認を受けた後、情勢の変化が生じて当初の計画どおり施行することが不可

能あるいは不適当となった場合には、事業の全部、若しくは一部を中止又は変更の措置をとるこ

とが必要であり、これを計画変更という。

この場合の変更の手続き等については、実施要領及び運用等に基づいて変更の手続きをとる

ことが必要である。

なお、特定漁港漁場整備事業の場合は「特定漁港漁場整備事業実施要領」に基づいて計画の

変更を行う。
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＜関連する通知等＞

 「水産物供給基盤整備事業等実施要領」（令和5年3月31日付け4水港第2964号）

 「水産物供給基盤整備事業等実施要領の運用について]（令和5年3月31日付け4水港第

2966号）

（特定漁港漁場整備事業計画の場合）

 漁港漁場整備法施行規則（昭和26年農林省令第47号）

 特定漁港漁場整備事業実施要領（平成14年6月5日付け14水港第960号）

＜参考資料＞

 漁港漁場関係事業事務必携 令和４年度（公益社団法人全国漁港漁場協会）

 漁港計画の参考図書（令和３年度）

 人工魚礁漁場造成計画指針（平成12年度：社団法人全国沿岸漁業振興開発協会）

 増殖場造成指針(昭和58 年度：(社)全国沿岸漁業振興開発協会)

 増殖場造成計画指針〔ﾏﾀﾞｲ･ｲｾｴﾋﾞ編〕(昭和63年度：(社)全国沿岸漁業振興開発協会)

 増殖場造成計画指針〔ﾋﾗﾒ・ｱｻﾘ編〕(平成8年度：(社)全国沿岸漁業振興開発協会)

計画変更の承認を必要としない場合（主な漁港施設）
（出典） 漁港漁場関係事業事務必携 令和４年度 p.275

①外郭施設 ③係留施設

④輸送施設②水域施設
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＜要求資料に関連する通知等＞

 令和○年度水産基盤整備事業等概算要求ヒアリング作成要領（毎年度4月頃に水産庁計

画課から都道府県に事務連絡で依頼しているものです。）

 各要求ヒアリングまでに作成する資料は、管内図、事業別総括表、事業箇所別総括表等の

総括的資料と事業地区ごとの事業別概要書、地区別資料（位置図、平面図、標準断面図）

がある。

 水産庁の予算要求（概算、実施）ヒアリングは、都道府県における水産業の実状及び水産基

盤整備の考え方、概算要求額、事業実施要求箇所及び事業目的等を水産庁が都道府県か

ら聴取し、当初予算配分案の作成を行う際の参考とするために行っている。

 概算要求ヒアリングは例年5月中旬～6月下旬、実施要求ヒアリングは1月中旬～2月中旬に

行っている。

 都道府県は、各ヒアリングまでに管内の関係市町村等の要求内容を把握し、各都道府県全

体の要求内容をとりまとめ、所定の様式に沿って要求資料を作成する。

Ⅱ． 予算要求と交付申請
Ⅱ-① 予算（概算・実施）要求資料の作成

事業別概要書イメージ
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（補助金等の割当内示）

 水産庁では、補助金等の割当内示は、予算成立後の４月上旬（平常時）に都道府県に対し

て事業種類別、区分（本土・離島）別、漁港又は地区別に通知している。

 補助金の割当内示は法律に基づくものではないが、補助事業者はこれに基づいて本格的に

事業に必要な手続き（補助金交付申請など）を開始する。

 当初・補正予算に係る公共事業の箇所別予算額については、農林水産省HPの次のページ

にて公表している。（https://www.maff.go.jp/j/budget/yosan_kansi/kokyo_jigyo.html）

（補助金交付申請書）

 補助事業者は、割当内示後、毎年度別に定める期日（直接補助の場合は内示後20日以内、

間接補助の場合は45日以内）までに補助金交付申請書を作成し、農林水産大臣宛てに提出

する。なお、毎年度別の期日は、割当内示と一緒に通知される。

 交付申請の内容については、事前に水産庁の審査ヒアリングを受け、認められた内容でな

ければならない。（審査ヒアリングに必要な資料は、[p.50]のⅢ-①工事設計書の作成を参照

のこと。）

（早期着工のための審査ヒアリング）

 気象・海象条件による工期の制約等、年度始めから速やかな工事発注が必要な場合にあっ

ては、「補助金早期交付決定（早期着工）」の制度を活用し、水産庁の審査ヒアリングを２月

～３月に受けることができる。

Ⅱ-② 補助金交付申請

国から補助金等の割当内示を受けた補助事業者（都道府県、市町村又は水産業協同組合の

代表者）は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（以下「適正化法」という。）第

５条、適正化法施行令第３条、「農林畜水産業関係補助金等交付規則」第２条及び交付要綱第４

の規定に基づき、農林水産大臣宛てに補助金交付申請書を提出し、交付決定を受けることとなっ

ている。

水産庁は、補助事業者から交付申請のあったものについて審査して、補助条件を付して補助事

業者に速やかに交付の決定通知をする。

補助事業者は、補助金等の交付決定の通知によって、国から補助金等の交付を受ける権利を

得るとともに、補助事業を遂行する義務が生じることになる。なお、間接補助事業については、補

助事業者（都道府県）が、間接補助事業者（市町村）に対し速やかに交付決定を通知する。

【解説】 直接補助と間接補助

 直接補助とは、補助金等の交付の対象となる事務又は事業を行う者に国が直接補助す
るものをいう。

 間接補助とは、他の者を経由して間接的に補助するものをいう。経由する段階が単一で
なく、複数である場合もすべて間接補助という。

（出典） 「補助金制度」加藤剛一・田頭基典共著

42



＜関連する通知等＞

 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）

 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）

 農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和31年農林省令第18号）

 水産基盤整備事業補助金交付要綱（平成13年４月13日付け12水港第4494号）

 補助金等交付決定に要する標準的処理期間について（平成12年3月30日付け12経第605

号）

（参考となる資料等）

 漁港漁場関係事業事務必携 令和４年度（公益社団法人全国漁港漁場協会）

（申請から交付決定までの期間）

 申請から交付決定までに要する期間については、適正化法第５条において各省各庁の長が

通常要するべき標準的な期間を定め、公表するとされている。

 農林水産省においては、補助金等交付決定に要する標準的処理期間について（平成12年3

月30日付け12経第605号 農林水産事務次官通知）の中で、標準的処理期間を補助金等に

係る申請が到達してから1月以内に処理するよう努めるとしている。
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交付申請書の参考事例

44

（Ⅲ-①工事設計書の参考事例を参照）

（次頁下段参照）

（次頁上段参照）
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● 事業の目的の記入例

● 事業計画総括表の記入例



Ⅱ-③ 内示変更要望と交付決定変更申請

予算は、単年度主義であることから、当年度内の執行に向けて努力することが求められる。し

かし、やむを得ない事由によって事業の執行が困難な場合には、早い段階で内示変更の制度を

活用して他地区に振り替えることで予算の有効活用を図ることが重要である。

また、内示変更に伴って補助金の交付決定を受けた事業内容（軽微な変更の範囲に係るもの

を除く。）を変更しようとする場合には、交付要綱第6の規定に基づき、都道府県知事は変更の理

由を記載した交付決定変更申請書に関係書類を添え、農林水産大臣に提出し、承認を受けるこ

ととなっている。（この手続きを「重変」という。）

なお、交付決定変更申請に当たっては、事前に審査ヒアリングを受け、変更内容についての水

産庁担当官の承諾を得ておく必要がある。審査ヒアリングについては、随時受け付けている。

（内示変更要望）

 内示変更の要望調査は、通常、年３回（６月、９月、12月）に実施している。これら要望調査

時期を踏まえ、計画的に準備を行うことが必要である。

 要望に当たっては、①内示変更要求表、②増額要求地区については増額要求理由及び対

象箇所を示した平面図、③減額要求地区については減額理由の説明資料及び平面図を提

出する。

（交付決定変更申請）

 変更の承認を受ける必要があるのは、①事業に要する経費の配分の変更（軽微なものを除

く。）、②事業の内容の変更（軽微なものを除く。）、③事業を中止又は廃止、いずれかに該

当する場合である。

 軽微なものについては、交付要綱第９で規定されている。

例えば、以下の要件に該当しない場合となっている。

① 事業の内容の変更であれば手戻り工事を伴うもの、施工位置・計画法線を変更するも

の、標準構造を変更するもの等

② 経費の配分の変更であれば費目の新設又は廃止、工事費の費目ごとの増加額が100

分の30に相当する金額（当該経費の額の100分の30に相当する金額が400万円以下の

場合にあっては、400万円）又は2,000万円のいずれかを超えるもの

 変更申請書の様式は、交付要綱の様式第３号（事業の場合）又は様式第４号（調査指導監

督費の場合）を用いる。

 変更申請書の作成に当たっては、漁港漁場関係事業事務必携 令和４年度版（公益社団法

人全国漁港漁場協会）の2.1.6「事業実施計画変更の手続き」、5.3「実施計画の変更と変更

手続き」を参考にすることができる。

＜関連する通知等＞

 水産基盤整備事業補助金交付要綱（令和5年3月31日付け４水港第2494号）

（参考となる資料等）

 漁港漁場関係事業事務必携 令和４年度（公益社団法人全国漁港漁場協会）
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※上表からの続き
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変更理由の具体例



（繰越の手続き）

 農林水産大臣から示達を受けた予算を翌年に繰り越して使用する場合には、農林水産大臣

から事務の委任を受けた支出負担行為担当官（都道府県知事が指定する職員）が繰越計算

書を作成し、財務局長等の承認を経るとともに、繰越内容（予定を含む。）について農林水産

大臣宛てに報告することとなっている。

（事業繰越見込報告書）

 事業主体は、事業が年度内に完了しないことが見込まれる場合、規則第３条第２号の規定

により、農林水産大臣へ事業繰越見込報告書を提出するとともに、繰越内容、経緯等につい

て事業関係担当課（水産基盤整備事業の場合は水産庁整備課）に十分説明し、必要な指示

を受ける。

 やむを得ず繰越に至ると判断されたときは、その繰越の種類に応じ、適期に関係機関（地方

財務局等）へ必要な手続きを行うものとする。 繰越見込報告書は2月10日までに予定額を

もって報告し、その後変更が生じた場合は、速やかにその旨を報告する。

 繰越の制度、手続きに当たっては、繰越しガイドブック《改訂版》（令和２年６月財務省主計局

司計課）や漁港漁場関係事業事務必携 令和４年度（公益社団法人全国漁港漁場協会）を

参考にすることができる。

Ⅱ-④ 繰越手続き

国の歳出予算は原則としてその年度内に全額を使用すべきものであるが、すべての事業につ

いて、この原則どおり処理することはかえって非効率となって実状に添わない場合がある。この

ため、財政法は、会計年度独立の原則（財政法第12条）の例外を認め、一定の条件の下でなら

ば歳出予算を翌年に繰り越して使用できる道を開き、国の経費の経済的・効率的な執行を図るこ

ととしている。

繰越には４つの種類あるが、漁港漁場整備事業の場合、明許繰越又は事故繰越が主な繰越

理由として該当する。

また、繰越は、繰越の事由、科目等がそれらの繰越の要件に該当するからといって、自動的に

翌年度に繰越されるものではなく、手続きが適切に行われることが不可欠となっている。

【解説】 明許繰越しと事後繰越し

● 明許繰越し（財政法第14条の３）
明許繰越しとは、財政法第14条の３の規定による繰越である。同条の規定によると「歳出予算の

経費のうち成立後の事由に基づき年度内にその支出を終わらない見込みのあるものにつ、その性
質上又は予算いては、予め国会の議決を経て、翌年度に繰り越して使用することができる。」ことと
なっている。

● 事故繰越し（財政法第42条ただし書）
事故繰越しとは、財政法第42条ただし書の規定による繰越である。同条の規定によると「歳出予

算の経費の金額のうち、年度内に支出負担行為をなし避け難い事故のため年度内に支出を終わら
なかったものは、これを翌年度に繰り越して使用することができる。」こととなっている。
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繰越しに係る事務の流れ

＜関連する通知等＞

 農林畜水産業関係補助金等交付規則第３条第２号

 歳出予算の繰越しをする場合及び繰越明許費の金額について翌年度にわたって支出す

べき債務を負担する場合の手続について（改正平成20年3月28日付け財計第753号）

＜参考資料＞

 漁港漁場関係事業事務必携 令和４年度（公益社団法人全国漁港漁場協会）

第9章 繰越関係

 繰越しガイドブック《改訂版》（令和２年６月財務省主計局司計課）

（都道府県知事の指定する職員） （各財務局長、福岡財務支局長、
沖縄総合事務局長）

②

③

⑤

⑤④

③

② ⑥

⑥

⑥

③

繰
越
申
請
と
り
ま
と
め

①
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繰越しガイドブックp.31 
(2) 各省各庁の長が繰越しの手続に関する事務を支出負担行為担当官等に委任している場合

① 都道府県は、管下市町村等から繰越申請を取りまとめる。
② 支出負担行為担当官等は、繰越計算書を作成して財務局長等に提出。その旨農林水産大臣へ報告

する。
③ 財務局長等は、提出された繰越計算書を審査し、承認した場合には、支出負担行為担当官等へ承

認した旨通知し、歳出予算繰越承認報告書を作成し、財務大臣に提出する。
④ 支出負担行為担当官等は、繰越承認の通知があった場合には、その旨を各省各庁の長に報告する。
⑤ 支出負担行為担当官等は、繰越しを必要とする額が確定したときは、繰越額確定計算書を作成し

て農林水産大臣へ申請し、財務局長等へ送付する。なお、後日当該繰越額確定計算書の記載事項に
ついて、変更する必要が生じた時は、速やかに訂正し当該財務局長等へ送付する。

⑥ 農林水産大臣は、支出負担行為担当官等から送付された繰越額確定計算書に基づいて繰越しをし
たとき、繰越済通知書を作成して財務大臣及び会計検査院へ送付し、その旨支出負担行為担当官等
に通知する。



水産基盤整備事業補助金等交付申請書には、工事設計書（設計総括表、工事費内訳書、計画

平面図、平面図、縦断図、標準断面図及び安定計算表、写真等）を添付して提出する。工事設計

書は、交付申請までに水産庁の審査ヒアリングを受けて、承諾を得ておくことが必要である。承

諾の際に工事設計書表紙に水産庁担当官の承諾サインを入れるので、交付申請ではその表紙

を添付することとしている。

工事設計書の審査ヒアリングは、随時受け付けているが、気象・海象条件による適正工期の制

約や資材・労務者等確保のための発注時期の平準化等のため、新年度となって速やかな工事

発注が必要な場合に対応するため、工事実施の前年度の1月～3月に早着ヒアリングを実施して

いる。

また、標準断面及び安定計算表など施設の設計内容を決定するための工法協議については、

工事設計書の審査ヒアリングに先立って行うことを原則としている。なお、工法協議は新規断面

（初めて工法協議を行う断面）のみ受ければよく、継続断面（既に工法協議を行った断面）はこの

限りではない。

Ⅲ 事業の執行と台帳調製
Ⅲ-① 工事設計書の作成

＜関連する通知等＞

 水産基盤整備事業、海岸整備事業、地方創生汚水処理施設整備推進交付金及び地方創

生港整備推進交付金の事務要領（令和４年４月１日付け３水港第2433号）

 漁港漁場整備事業の施行上必要とされる技術的指針の細目について（平成27年7月17日

付け27水港第1588号）

＜参考になる資料等＞

 漁港・漁場の施設の設計参考図書2015版（水産庁）

漁港漁場関係事業事務必携 令和４年度（公益社団法人全国漁港漁場協会）

（工事費内訳書等）

 工事費内訳書等は、「水産基盤整備事業、海岸整備事業、地方創生汚水処理施設整備推

進交付金及び地方創生港整備推進交付金の事務要領」 （令和４年４月１日付け３水港第

2433号）の第5「申請書等の作成方法」に基づいて作成する。

 工事費内訳書等の作成に当たっては、漁港漁場関係事業事務必携（令和４年度版）の第3

章「補助金等の交付申請書の作成」及び付録「Ⅰ安定計算表の様式」を参考にできる。

（工法協議）

 工法協議及びその資料の作成については、漁港漁場関係事業事務必携（令和４年度版）の

2.3.3「工法協議」を参考にできる。

（漁港・漁場の施設の設計）

 漁港・漁場の施設の設計に当たっては、設計実務の的確かつ効率的な推進を可能とするた

め、性能規定化に対応した漁港・漁場の施設の設計に必要な知見や手法等を解説した「漁

港・漁場の施設の設計参考図書2015版」を参考にできる。
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＜工事設計書表紙・チェックリスト（例１）＞

工事設計書の記載例 「機能保全事業以外の場合」

51

＜設計総括表＞

工種数量欄は１式ではなく、
・防波堤などは延長、
・泊地などは面積で表示。

注意点
・計画承認が未完了の場合でも認可ヒア
リングは同時並行で行っています。
・予算成立前でも認可ヒアリングは行っ
ていますが、申請時期は予算成立後です。
・計画承認は最新の承認年月日になっ
ているか確認

・埋め立て申請している場合は、その
スケジュールを正確に記載

補足説明
・設計積算については、令和3年度補正予算か
ら項目を追加して、
・標準積算外は見積もり等を活用
・工事・業務の適切な工期設定
・環境に配慮した設計
などについてご検討ください。

測量設計費
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＜工事費内訳表＞

変更工事費内訳表の記載は、
・工事内容に変更がない工種については、
詳細な区分の記述を省略することも可能です。



＜計画平面図＞

まる〇
まる〇〇当初申請

測量設計費

測量設計費
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＜平面図＞

実施する工種・内容を明示し、
延長などを表示する。

まる〇
まる〇〇当初申請

補足説明
・特殊な工種や特筆すべきこと
がない場合には図面等の添付の
必要ありません。
・申請工種で複数の工区がある
場合には、代表工区の平面図、
縦断図、「標準断面図は（安定
計算表の添付図で代用）」、安
定計算表の添付でかまいません。

測量設計費
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＜縦断図＞

＜標準断面図＞
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＜安定計算表＞

＜航空写真・施工箇所写真＞

補足説明
可能であれば、

整備対象施設全体
が写っている写真
を添付ください。
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添付する写真は、整備目的がわかる代表的なものを、
（例）・機能保全事業以外の場合 港内静穏度向上、防波堤嵩上げに係るものなど

・機能保全事業の場合 保全工事、計画の見直しに係る施設など

令和〇年〇月撮影

令和〇年〇月撮影

補足説明
整備目的が明確な施設については、

「必要性を示す写真」の添付の必要
はありません。



＜工事設計書表紙・チェックリスト（例２）＞

58

注意点、補足説明は（例１）と同じ

工事設計書の記載例 「機能保全事業の場合」

＜設計総括表＞



＜工事費内訳表＞
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＜計画平面図＞

＜断面図＞
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添付する写真は、整備目的がわかる代表的なものを、
（例）・機能保全事業以外の場合 港内静穏度向上、防波堤嵩上げに係るものなど

・機能保全事業の場合 保全工事、計画の見直しに係る施設など

チェーン劣化状況



事業名 工 種

水産物供給基盤整備事業のうち、
漁港施設の整備

防波堤、防砂堤、防潮堤、導流堤、水門、閘門、護岸、
堤防、突堤、胸壁、岸壁、物揚場、係船浮標、係船くい、
桟橋、浮桟橋、船揚場、泊地、航路、鉄道、道路、駐車場、
橋、運河、漁港施設用地、水産種苗生産施設、養殖用作
業施設、荷さばき所、製氷、冷凍及び冷蔵施設、加工場、
漁港浄化施設、水産物流通センター、電源施設

水産物供給基盤整備事業のうち、
漁場の施設の整備

魚礁、着定基質、消波施設、海水交流施設、中間育成
施設、用地、区画施設、底質改善、人工海底山脈、湧昇
流発生装置、音響給餌ブイシステム

水産環境整備事業

魚礁、着定基質、消波施設、海水交流施設、中間育成
施設、用地、区画施設、底質改善、人工海底山脈、湧昇
流発生装置、音響給餌ブイシステム、作れい、水深確保、
漁場観測施設、たい積物の除去、導水施設、覆砂、干潟、
突堤、離岸堤、土砂流入防止施設、循環ポンプ、水質浄
化施設、廃油処理施設、清掃船、廃船処理、放置座礁船
の処理等

水産生産基盤整備事業

防波堤、防砂堤、防潮堤、導流堤、水門、閘門、護岸、堤
防、突堤、胸壁、岸壁、物揚場、係船浮標、係船くい、桟
橋、浮桟橋、船揚場、泊地、航路、鉄道、道路、駐車場、
橋、運河、漁港施設用地、水産種苗生産施設、養殖用作
業施設、荷さばき所、製氷、冷凍及び冷蔵施設、加工場、
漁港浄化施設、水産物流通センター、電源施設、魚礁、
着定基質、消波施設、海水交流施設、中間育成施設、用
地、区画施設、底質改善、人工海底山脈、湧昇流発生装
置、音響給餌ブイシステム、作れい、水深確保、漁場観測
施設、たい積物の除去、導水施設、覆砂、干潟、突堤、離
岸堤、土砂流入防止施設、循環ポンプ、水質浄化施設、
廃油処理施設、清掃船、廃船処理、放置座礁船の処理等

漁村整備事業
漁業集落道、水産飲雑用水施設、漁業集落排水施設、

防災安全施設、緑地・広場施設、用地等

（参考） 漁港漁場整備事業の主な工種区分一覧表

（出典） 水産基盤整備事業、海岸整備事業、地方創生汚水処理施設整備推進交付金及び地方創生港整備推進交付金
の事務要領 （令和４年４月１日付け３水港第2433号）
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Ⅲ-② 発注関係事務

公共工事の品質確保の促進に関する法律（以下、品確法という。）では、公共工事は、経済性に

配慮しつつ、価格と品質が総合的に優れた内容の契約を行うこととされ、発注者は「発注関係事

務」を適切に行い、必要に応じて「発注者支援機関」の活用に努めることなどが規定されている。

漁港漁場整備事業の事業主体は、工事の品質確保のため、仕様書及び設計書等の契約図書

の作成、予定価格の作成、入札及び契約の方法の選択、契約書相手方の決定、工事の監督・検

査などの発注関係事務を適切に実施することが必要である。

漁港漁場整備事業では、補助事業等の対象となる漁港漁場整備事業の施行に必要な発注関係

事務（積算、技術審査、工事監督及び検査等）に係る業務委託については、「測量設計費」で支弁

することができるとしている。なお、支弁の対象であるか否かについて判断が難しい場合には、個

別に水産庁整備課企画班に相談されたい。

ただし、発注関係事務を委託する機関については、水産関係公共事業全般に対する知見、工

事の対象とする施設に対する技術的能力等に配慮しつつ、公平性、中立性、法令の遵守、秘密

保持の確保ができる者を選定する必要があることに留意する。
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 漁港漁場整備事業の事業主体は、発注関係事務の実施に際しては、「水産基盤整備事業

工事等の今後の取組方針について」（平成18年2月28日付け17水港第2760号）、「水産基盤

整備事業等における品質確保促進ガイドライン」（平成19年3月水産庁漁港漁場整備部）を

踏まえて適切に対応する。

 実際の発注関係事務の実施に当たっては、「漁港漁場関係事業事務必携」、積算等の各実

務に関する参考図書等を作成しており、参考にできる。なお、参考図書等は水産庁HP

（http://www.jfa.maff.go.jp/j/gyosei/supply/sonota/）で掲載している。

 専門的な知見や技術的な支援が必要な場合には、「水産基盤整備・維持管理に係る市町

村支援のための連絡協議会」が公表している「水産基盤整備･維持管理に係る市町村支援

の具体的内容について」（令和元年6月）を踏まえ、相談することも有効である。

（http://www.fidec.or.jp/shichouson-shien）

＜関連する通知及び参考になる資料等＞

（契約図書の作成）

 「品確法の発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」（令和2年1月30日改正,公共工

事の品質確保の促進に関する関係省庁連絡会議）「現場条件等を踏まえた適切な設計図

書の作成」 （http://www.mlit.go.jp/tec/content/200130reiwaunyousshishin.pdf）

 漁港漁場関係工事共通仕様書新旧対照表（水産庁漁港漁場整備部）

（最新情報は、http://www.jfa.maff.go.jp/j/gyosei/supply/sonota/の「共通仕様書等」に掲載）

 漁港漁場関係工事共通仕様書（公益社団法人全国漁港漁場協会）

 漁港漁場設計・測量・調査等業務共通仕様書（平成30年5月,水産庁漁港漁場整備部）

（https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyosei/supply/sonota/attach/pdf/index-34.pdf）



（積算等）

 漁港漁場関係工事積算基準新旧対比表（水産庁漁港漁場整備部）

 船舶および機械器具等の損料算定基準新旧対比表（水産庁漁港漁場整備部）

 漁港漁場関係事業に適用する設計業務委託等技術者単価（水産庁漁港漁場整備部）

（上記事項に関する最新情報は、http://www.jfa.maff.go.jp/j/gyosei/supply/sonota/の「積算

基準等」に掲載）

 漁港漁場関係工事積算基準（公益社団法人全国漁港漁場協会）

 船舶および機械器具等の損料算定基準（公益社団法人全国漁港漁場協会）

 ［月刊］積算資料 （一般財団法人経済調査会）※可能な限り最新版を活用すること。

 ［月刊］建設物価資料 （一般財団法人建設物価調査会）※可能な限り最新版を活用すること。

（入札及び契約の方法及び契約相手の選定）

 「品確法の発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」（令和2年1月30日改正,公共工

事の品質確保の促進に関する関係省庁連絡会議） 「工事の性格等に応じた入札契約方式

の選択・活用について」

（http://www.mlit.go.jp/tec/content/200130reiwaunyousshishin.pdf）

（工事の監督・検査）

 漁港漁場整備事業等請負工事監督・検査要領（平成23年8月4日23水港第1383号）

 漁港漁場関係工事共通仕様書（公益社団法人全国漁港漁場協会）の共通仕様書

（工事中及び完成時の施工状況の確認・評価）

 漁港漁場関係工事共通仕様書（公益社団法人全国漁港漁場協会）の共通仕様書、付属資

料「施工状況検査一覧表」及び品質・出来高・写真管理基準
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補助金等の交付決定によって始まった補助事業等は、額の確定をもって終わることになる。額

の確定を行うためには、事業が補助事業等の交付決定の内容、条件等に適合して行われたかど

うか、また、事業の精算が適正に行われたかどうかを調査確認することが必要となる。このため、

補助事業者等は、適正化法の規定により、事業の遂行状況及び成果等を報告することが義務づ

けられている。

Ⅲ-③ 実績報告と額の確定

（事業遂行状況報告書）

 適正化法第12条の規定による報告は、水産基盤整備事業補助金交付要綱第12の規定に

よって、補助金の交付のあった年度の各四半期（第４・四半期を除く。）末日現在において事

業遂行状況報告書を作成し、当該四半期の最終月の翌月末までにこれを提出する。

 事業遂行状況報告書の様式は、交付要綱別記様式第７号を用いる。ただし、「公共事業等

の事業に係る契約及び支出の状況の報告について」に係る報告を農林水産大臣に行ってい

る場合は省略することができる。

（実績報告書等）

 補助事業等が完了した時は、適正化法第14条の規定に基づき、補助事業等の成果を記載

した補助事業等実績報告書（繰越の場合は年度終了報告書）を提出する。

 実績報告書の様式は、交付要綱の別紙様式第８号及び第９号、年度終了報告書の様式は、

交付要綱の別紙様式10号を用いる

 実績報告書を提出する期日は、規則第６条の規定に基づき、補助事業等の完了の日から起

算して１月を経過した日又は補助事業等の完了の日の属する国の会計年度の翌年度の４

月10日のいずれか早い期日までとなっている（なお、交付先が地方公共団体であり、確定額

と同額の前金払又は概算払を受けている場合（繰越の場合を除く。）は、補助事業等の完了

の日の属する国の会計年度の翌年度の６月10日までとするとなっている。）。

 年度終了報告（繰越の場合）を提出する期日は、交付要綱第13第２項の規定により、翌年度

の４月30日までとなっている。

（額の確定）

 補助事業等の完了等の成果の報告を受けた場合、国は適正化法第15条の規定に基づき、

報告書等書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等を行い、交付決定の内容等に適合

すると認めたときは、補助金等の額を確定し、補助事業者等に通知することとなっている。

 補助事業者等は、既に確定額を超える補助金等の交付を受けている場合、適正化法第18

条の規定に基づき、その超える額を国庫に返還しなければならない。

＜関連する通知等＞

 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）

 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）

 農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和31年農林省令第18号）

 水産基盤整備事業補助金交付要綱（平成13年４月13日付け12水港第4494号）

＜参考になる資料等＞

 漁港漁場関係事業事務必携 令和４年度（公益社団法人全国漁港漁場協会）
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実績報告書等の参考事例

（次頁上段参照）

（次頁中段参照）

（次頁下段参照）

該当がある場合は交付要綱別紙
様式第８号により取得財産調書
を添付
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● 事業実績表の記入例

● 事業実績総括表の記入例

● 工事費実績内訳表の記入例



漁港管理者は、漁港漁場整備法第36条の2の規定によって、その管理する漁港について漁港

台帳を調製しなければならないとされている。このため、漁港管理者は、その管理する漁港につ

いては、その現状を把握し、適切な管理を行うため、関係法令等に基づいて、漁港台帳を調製し、

請求があったときには閲覧に供しなければならない。

漁港施設は、施設の種類も多岐にわたり、整備のための事業も多様であり、事業完成までに長

期間を要するのが通例である。また、近年は老朽化点検に基づく漁港施設の長寿命化対策を進

めており、その管理する施設の経緯、現状等を明確にする上でも漁港台帳の適切な整備は必要

不可欠である。

なお、漁港管理者が自ら造成した施設以外にも、寄付により取得したもの、他の公共団体から

管理の委託を受けたもの、公用水面の埋め立ての免許条件によって漁港管理者に帰属した施設

や土地等についても、漏れることなく台帳に記載する必要がある。

この他、漁港台帳は、普通交付税の基準財政需要額及び基準財政収入額に関する資料として

も用いられることとなっており、漁港においては、前年3月31日現在において漁港台帳に記載され

ている係留施設の延長及び外郭施設の延長とされている。

したがって、漁港台帳については、常に施設の現状を正確に把握しておくことが必要であり、漁

港管理者は、工事等に伴って漁港台帳の記載事項に変更があったときにはその都度台帳に記載

しなければならない。

なお、災害が生じた場合、漁港台帳に記載されていない施設（構造、延長も含む。）については、

公共土木施設としての復旧対象とならないので、台帳の調製に際しては注意しなければならない。

Ⅲ-④ 漁港台帳の調製

【漁港漁場整備法】

（漁港台帳）

第三十六条の二 漁港管理者は、その管理する漁港について、漁港台帳を調製しなければな

らない。

２ 漁港台帳に関し必要な事項は、農林水産省令で定める。

【漁港漁場整備法施行規則】

（漁港台帳に記載すべき事項等）

第九条 漁港台帳には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一 漁港の名称、種類、所在地及び区域

二 漁港施設の種類、名称、所在地、構造及び規模又は能力

三 漁港施設の所有者及び管理者

四 漁港施設の建設又は取得の年月日

五 漁港施設の建設又は取得の価格

六 その他漁港の維持管理上必要な事項

２ 漁港台帳の様式は、農林水産大臣が告示で定める。

３ 漁港台帳には、農林水産大臣が告示で定める図面を添付しなければならない。

４ 漁港管理者は、第一項の漁港台帳の記載事項に変更があつたときは、変更に係る事項をそ

の都度当該漁港台帳に記載しなければならない。
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（漁港台帳の備付け及び閲覧）

第十条 漁港管理者は、漁港台帳をその事務所に備えて置き、関係者の請求があつた場合に

は、これをその閲覧に供しなければならない。

【告 示】

漁港台帳の様式及び漁港台帳に添附すべき図面を定める告示（昭和三十二年農林省告示第百

二十九号）

一 漁港台帳の様式

二 漁港台帳に添付すべき図面

（一）漁港の平面図

（二）外かく施設及びけい留施設の標準断面図

（三）水準図面
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＜参考になる資料等＞

漁港漁場管理の手引 平成21年度版（社団法人全国漁港漁場協会）

 第1章 漁港の維持管理 Ⅲ 漁港の管理一般

5 漁港台帳

 第3章 関係通知等 Ⅰ 漁港漁場整備法関係

8 漁港台帳の様式及び漁港台帳に添附すべき図面を定める告示

9 漁港漁場整備法施行規則第9条第2項及び第3項の規定による漁港台帳及びこれに添

附すべき図面の調製要領について

10 漁港台帳記載例

【台帳電子化の推進】
漁港施設の情報管理にあたっては、施設情報を電子化およびデータベース化することによ

り、効率的なマネジメントが可能となります。特に漁港台帳をデータベース化し、施設情報
をGIS（Geographic Information System：地理情報システム）で地図情報とリンクさせる
ことにより、各種情報の視覚化や正確な位置情報の把握が可能となり、老朽化対策の効率化
も期待できます。
現状、漁港施設等の情報を管理するのに適したシステムは何種類かありますが、その機能

に応じて「GIS型データベース」と「簡易型データベース」に大別できます。効率的・効果
的な施設管理を行う観点からGIS型データベースを基本として推奨されますが、小規模な漁
港のみを管理する場合などは、システムの導入・運用等にかかるコストや利用状況等を考慮
し、簡易型データベースを使用することもできます。
当該費用については、漁港管理者等において事務費等にて支弁する必要がありますが、水

産基盤整備事業等を実施する漁港においては「測量設計費」の活用も可能となります。
なお、漁港台帳のデータベース化に当たっては、
・令和5年3月15日付け（事務連絡）「漁港施設情報等のデータベース化について（情報

提供）」担当者あて
・令和4年4月8日付け（4水港第40号）「漁港台帳及び図面の調整要領」の補足につい

て（技術的助言）担当主務課長あて
によりそれぞれ文書が示されています。



代表的な台帳管理システムの例
GIS型
データ
ベース

漁港台帳＋施設情報

簡易型
データ
ベース

施設の基本情報のみ

スパン番号の管理による
点検結果のデータベース化

■漁港台帳情報
・漁港平面図(PDF)​
・水準面図
・施設毎標準断面図
（外郭・係留）

■スパン毎情報
・竣工図
（平面、縦断、標準断面）
・設計図書
・安定計算表
・現況写真

■施設情報
・図面
・設計図書
・現況写真
・工事関連データ

施設形状（施設断面、施設スパン）
や工事区間、点検位置等の紐付、

図示ができない

老朽化点検データ
簡易／詳細調査結果

■老朽化点検データ
・簡易
・詳細調査結果

点検結果とス
パン位置を紐
付けて管理

図化

漁港電子平面図情報がない
漁港台帳データ

紐付け

それぞれの情報
に連動性なし

■漁港施設点検データ
・日常施設、管理利用、
災害

ドローン空撮

漁港電子平面図（GIS）
加工・登録

現地現況確認

GPS測量

参考：漁港情報クラウドシステム（公社全国漁港漁場協会）
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（回答）

水産物供給基盤機能保全事業においては、水産物供給基盤整備事業等実施要領の運

用について（平成13年３月30日付け12水港第4541号水産庁長官通知）第１の１の（１）のウ

係留施設を、国庫補助対象としており、機能上又は管理上必要と認められる場合は附帯

施設も国庫補助対象となり得ます。

また、水産物供給基盤機能保全事業は、機能保全計画に基づく保全工事を対象としてい

ます。「水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン（平成27年５月）」のP16表

3.1機能保全レベルの概要にも附帯施設が位置づけられています。

ただし、老朽化した係船柱、防舷材、はしご、係船環のみの交換は、通常の維持管理相

当と考えられることから、附帯施設のみの修繕は機能保全工事の対象としておりません。

上部工、舗装工の打ち換えに伴い、一体的に交換する必要性がある場合には、機能保全

工事の中で実施している場合があります。

Ⅳ．漁港漁場整備に係る「よろず相談」へのQ＆A

問 来年度以降、機能保全工事を実施することを考えているが、基本
施設以外の附帯施設は、国庫補助対象となるのでしょうか？

「水産基盤整備事業における附帯施設の取扱い」

※よろず相談を受けた質問から問答を事務局
で一般的な表現に加工して掲載しております。

（回答）

土砂処分の方法については、近隣の漁港工事での利用や他事業（県・近隣市町）での有

効活用もしくは最終処分場へ適切に処分するなどについてご検討されるとよいと思います。

浚渫土砂の海洋投入処分を行う場合には、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関す

る法律（昭和45年法律第136号）」に係る手続きが必要となります。その条件として、他の事

業で有効利用及び陸上処分が無理な場合で環境への障害がない場合に限る旨があげら

れていますのでご留意ください。また、海洋投入場所には、周辺漁協（漁業者）との合意も

必要となります。海洋投入処分の事例については、県を通じてご確認・参照ください。

問 漁港の水域施設において、近年の潮流変化により、当面の間、定
期的な浚渫が必要な状況にあり、その土砂は全て漁港区域内に仮置
きしている。しかし、浚渫土の置き場は不足しているため、土砂の
仮置きに関して何か良い解決策は無いか教えてほしい。

なお、解決策がない場合、浚渫土砂の海洋投棄を行いたいが、そ
の実現可能性と、その方法や留意点、手続き等を教えてほしい。

「港内へ堆積する土砂の処分方法」
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（回答）

漁港台帳において物揚場として登録されている施設が実態と合っていないようであれば

見直した方が良いと思います。施設の種別区分に懸念があるのであれば、種別区分を修

正すればよいと考えます。場合によっては、兼用工作物として整理することも可能です。

お問い合わせの施設を見る限り、当該物揚場の延長の大部分に波返しが設置されており、

海へのアクセスのために波返しがない部分については角落しのレールがあることから、護

岸として漁港台帳を整理してはどうかと考えます。仮に漁港台帳を見直すとした場合、財産

処分の観点からは、当該施設の建設年が昭和52年で、平成22年の交付金事業を行う時点

で、既に処分制限期間を過ぎていることから、物揚場から護岸へ目的外使用をする場合に

あっても補助金の返還は不要となります。 こうした施設の今後の整理をした上で、機能保

全計画の見直しを行ってください。その後、漁船数などの事業要件を満たしていれば、機

能保全計画に従って水産物供給基盤機能保全事業を実施していくことになります。

なお、機能保全の観点からは、物揚場部分と波返し部分を一体的に維持管理することが

理想ですが、整備実績、利用実態等からやむを得ず、別々に管理すると判断することや、

たとえば波返し部分のみを単独事業として予算区分を別にして維持管理することも可能で

す。 ただ、今後何十年も維持管理していくことを勘案すると、できる限りシンプルに整理し

た方が継続性を担保しやすいと思います。

「改良した物揚場の機能保全」

問 漁港台帳上は、物揚場となっているものの、地元からの要望を元
に交付金事業にて物揚場の上部に波返しを増設した施設があり、機
能保全計画の策定を行いたいと考えています。現状として、物揚場
としての利用があるため、今後も補助を受けて保全工事を実施した
いと考えているところ、どのように機能保全計画を策定し、保全工
事を実施したらよいか。

（回答）

ご相談の内容について、どの程度の規模の調査・試験を検討しているのか分かりません

が、試験設置のみの内容では、通常の国庫補助事業の活用は難しいです。

ただし、たとえば、農山漁村地域整備交付金における地域水産物供給基盤整備事業（漁

場）を実施している場合には、当該事業の「効果促進事業」を活用することで補助対象とな

る場合があります。

「魚礁の試験設置」

問 タコの試験的な魚礁を検討しているが、国庫補助事業のメニュー
がありましたら、手続き等も含めて紹介をお願いしたい。

「よろず相談」Q＆A



（回答）

舗装コンクリートの設計・施工を行う際には、「舗装設計施工指針」「舗装設計便覧」「舗装

施工便覧」および「漁港・漁場施設の設計参考図書」「漁港漁場関係工事関係共通仕様

書」を参考にしてください。収縮目地については、施工方法により挿入工法とカッタ工法が

あり、現場条件により選択が可能です。

目地間隔は、「漁港・漁場施設の設計参考図書」（P499）に記載がありますのでこれを参

考に配置下さい。

問 -1.5m物揚場の保全工事を実施するにあたり、詳細設計を実施して
います。漁港漁場関係工事積算基準では、コンクリート舗装におけ
る目地が4種類あるようですが、工法をどのように選択すればよいか
教えてください。

「舗装工事における目地の工法選定の考え方」
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（回答）

①水産庁及び国土交通省で、令和３年３月に「プレジャーボートの放置艇対

策の今後の対応について」を公表しています。水域の利用の競合の度合い等

地域の実情を踏まえ、保管場所の確保、規制措置から所有者名簿の作成な

ど弾力的な対応が可能です。 また、▲▼漁港では、放置禁止区域が設定さ

れ、地方自治法第244条の２第３項に基づく指定管理者制度導入された事例

がありますので、参考までご紹介します。

②●●漁港の漁港管理者である貴町の漁港管理条例でも、問題なく、実態把

握は可能と考えられます（ただし、指定区域を定めた場合、管理者への許可と

いう強い規制が適応）。なお、漁港漁場整備法第38条「漁港施設を他人に利

用させ、使用料を徴収する場合、利用方法及び料率を定めて、漁港管理者の

認可を受けなければならない。」ので、当該規定に基づく認可、料金徴収を可

能とする根拠についてご確認いただくとよいと考えます。参考事例の手順につ

いても参照してください。

問 ●●漁港における漁船以外の船舶の利用について、放置艇の抑制
を図りたい。

①条例を作成するため参考事例について情報提供いただきたい。
②利用実態に合った適正化を図りたいのでアドバイスをお願いしたい。

「漁港における放置艇の抑制について」

「よろず相談」Q＆A
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（回答）

漁港の統合には、全ての漁港を廃止し新たな漁港を指定する方法と、一の漁港に統合

（統合する漁港は区域を変更し、統合される漁港は指定を取消す（必要に応じ統合する漁

港の名称を変更））する方法があります。どちらも可能ですが、統合する場合指定を取消す

手続きが不要のため、一の漁港に統合する事例が多いようです。

市内の全ての漁港を統合し第２種漁港とする場合には、前第２種漁港の区域を変更（必

要に応じて名称も変更）し、統合される第１種漁港の指定を取消す方法が一般的と考えら

れますが、第２種漁港の指定又は指定内容の変更若しくは取消しについては、漁港漁場

整備法第６条第２項及び第５項に基づき都道府県が行うので、事前に県庁と十分な調整が

必要と考えられます。

「よろず相談」Q＆A

「漁港の管理について」

問 市内の第１種、第２種漁港を全て廃止し、新たな第２種漁港１つ
に統合したい。手続きとして関係各所に、既存の漁港廃止及び統合
についての同意の照会を行うが、その事務の手続き主体が誰になる
か知りたい。市内の第１種漁港は市、第２種漁港は県でよいか。

（回答）

県が策定した沿岸海岸保全基本計画と市で策定した地区漁港海岸整備計画は整合をと

る必要があります。海岸保全施設の天端高は、県の担当者とご相談し、隣接護岸、背後地

の社会的、経済的重要度等を十分に考慮した余裕高の設定を検討する必要があります。

農山漁村地域整備交付金事業（高潮対策事業）の実施にあたっては、補助金交付決定

前に海岸法第27 条第２項に基づく協議が必要となりますが、事前相談も受け付けており、

防災漁村課防災・海岸班までご連絡ください。なお、周辺の越波状況は不明ですが、すで

に前面に離岸堤を設置してある場合には、その護岸の高さと越波状況を確認し、今回算出

された護岸天端高さの妥当性を検証する方法もあります。

「漁港海岸の防護高さについて」

問 近年高波浪時に、護岸に越波・越流が生じ、車や歩行者が非常に
危険な状態となり道路の通行止めや住居への浸水被害等が度々発生
している。高潮対策事業を検討中であるが、防護高（護岸天端高）
の考え方に問題がないかや改善点等について知りたい。



Ⅴ．近年の漁港漁場整備事業に掛る制度の主な拡充・改正事項とその概要

事項 概要 改正箇所

R3
年
度

港湾背後における流通機
能強化

・港湾の背後地における衛生管理型産地市場等の整備を補助対象化 交付要綱
運用

水産物流通の拠点におけ
るＩＣＴの活用推進

・荷さばき所や岸壁の整備と一体的に行う情報処理施設の整備を追加 交付要綱
運用

養殖業成長産業化に向け
た生産拠点整備

・安定的な種苗確保のための種苗生産施設整備を補助対象化
・効率的な作業環境のための用地への屋根整備等を補助対象化
・養殖適地の選定や施設の検討に係る調査を補助対象化

交付要綱
運用

海洋環境の変動に対応し
た漁場整備の展開

・試験的な魚礁設置等の実証試験の実施及びモニタリングの実施を補助対象化 交付要綱
運用

拠点漁港等における非常
電源確保対策

・電源施設の高架化、非常電源の設置を補助対象化 交付要綱
運用

漁港施設の効率的な維持
管理の促進

・荷さばき所の機能保全対策を補助対象化 交付要綱
運用

漁村における防災・生活イ
ンフラ整備の強化

・交付金事業のうち、漁業集落排水施設等の防災・生活インフラの計画的・集中的な
整備を補助事業化

交付要綱

R4
年
度

拠点漁港における流通機
能高度化・輸出促進対策

・流通拠点漁港等における漁港総合利用・運営計画の策定を補助対象化
・漁港総合利用・運営計画に基づく既存施設等の再編・整序を補助対象化
・加工場や水産物流通センターの整備を当初予算においても補助対象化
・荷さばき所等の整備の採択要件を属地陸揚量3,000トン以上等と見直し

交付要綱
運用

養殖生産拠点における一
体的な施設整備

・事業の対象地域に無給餌養殖品目を取り扱う養殖地域を追加
・養殖場としての活用するための海域環境等調査を補助対象化
・養殖生産拠点における整備事業として、荷さばき所、加工場等を補助対象化
・養殖種苗の海水馴致に必要な取水施設の整備等を補助対象化

交付要綱
運用

栽培漁業と連携した漁場
整備の展開

・魚礁の機能保全対策を補助対象化
・水産環境整備マスタープラン対象種の種苗生産施設整備を補助対象化

交付要綱
運用

漁業地域における防災・
減災対策の推進

・漁港の機能施設の用地嵩上げや胸壁等の整備を補助対象化
・避難路、避難地の整備について、集落人口要件を100人以上と見直し

運用

予防保全型の老朽化対策
の推進

・機能保全計画見直し経費を補助対象化（ただし新技術の導入等により確実にライフ
サイクルコストの低減が図られると見込まれる場合等に限る。）

交付要綱
運用

持続可能な水産物生産体
制の構築

・藻場・干潟の整備はソフト対策と連携して取り組む地区に対象を絞る
・漁船や冷凍トラック等に対する電力供給設備の整備を補助対象化
・広域的な藻場・干潟調査、モニタリングの実施を補助対象化

運用

日本海溝・千島海溝地震
防災対策特措法関連

・避難場所、避難経路の整備に係る補助率を３分の２以内に嵩上げ 交付要綱

施越の対象の見直し ・施越工事の対象について、「複数年度にわたって工事をするもの」で「施工時期の平
準化を図るためのもの」を追加

取扱い

共通 ・「測量及び試験費」を「測量設計費」に変更 取扱い

R5
年
度

流通拠点漁港等を中心と
した圏域機能強化対策

・圏域機能強化対策整備方針に基づく「事業計画等策定調査」を補助対象化
・圏域機能強化対策整備方針に基づいて実施する事業の採択要件を「圏域機能強化
対策整備方針に位置づけられた漁港の計画事業費の合計が５億円以上」等とする
・離島・奄美・沖縄の拠点漁港における荷さばき所等整備の採択要件を「年間取扱量
1,000トン以上」へと見直し
・漁港施設用地における屋根等の整備を補助対象化

交付要綱
実施要領
運用

漁港施設の老朽化対策の
推進

・事業主体に漁港管理者以外の地方公共団体、水産業協同組合を追加。
・漁港環境整備施設（水域施設と接する施設に限る）の老朽化対策を補助対象化

実施要領
交付要綱
運用

※概要を大まかに記載しています。詳細は公表資料（https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_yosan/index.html）や公文書でご確認ください。

実施要領：水産物供給基盤整備事業等実施要領 運用：水産物供給基盤整備事業等実施要領の運用
取扱い：水産基盤整備事業及び海岸整備事業の実施に当たっての取扱い 交付要綱：水産基盤整備事業補助金交付要綱

凡例
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https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_yosan/index.html


Ⅵ．補助対象に関するよくある問い合わせ内容とその回答

問い合わせ 回答

（共通）
測量設計
費

測量設計費でどのような内
容を実施できるか

当該補助事業等の執行に必要な測量、調査、観測、設計、工
事監督等を行うものです。詳しくは事務必携（青本）3.7の測量
設計費の項目を参照ください。

事業に必要な内容であって、上記に記載の項目に該当する
内容であるか判断に迷う場合には、整備課企画班へお問い合
わせください。

機能保全
事業

R4より補助対象となった「機
能保全計画の見直し」経費
について、採択基準を知りた
い

補助対象となるのは、新技術等の導入等により機能保全計
画を見直すことによって、確実にライフサイクルコスト（国費を
伴う工事費）が低減できるもの又はストック効果の最大化に向
けた漁港の機能分担・有効活用推進事業実施要領に基づき漁
港機能再編後に行う場合に限られます。

「補助対象外の経費（点検、見回り、維持補修等）のみコスト
低減できるもの」や同計画の見直しをせずとも実現できる、「施
工の仕方の変更による経費削減」などについては対象となりま
せんのでご留意ください。

機能保全事業で航路・泊地
の浚渫を行う際の条件につ
いて

航路・泊地の維持のための浚渫工事は、基本的に管理者の
責務となっています。

浚渫工事を機能保全事業にて行う場合には、計画的に実施
することで、ライフサイクルコストを低減できるものに限定して
対象としています。また、その場合においても、概ね５年程度の
間隔をあけていただくことを原則としています。

採択要件に満たない漁港に
ついて、補助を受ける方法
はないか

圏域計画により各漁港の機能分担・有効活用等の推進を
図った上で、複数の漁港で漁港合併をする方法や、複数の漁
港にて機能分担・有効活用等を行う「ストック効果の最大化に
向けた漁港の機能分担・有効活用推進事業」（ネーミング事
業）を取得することで、要件を満たしやすくなります。

また、水産振興を図る上で特に必要であると整理される漁港
については、支援の対象となる場合があります。該当すると考
えられる場合には、具体的な状況を整理した上でご相談くださ
い。

よろず相談や事業の実施に当たり、事業主体の方々から問い合わせの多かった内容
について、簡単にまとめました。

76



＜問い合わせ窓口一覧＞

水産庁代表 03－3502－8111

（手引き全般に関する事項）

水産庁 整備課 企画班 （内線6880）

（Ⅰ．事業基本計画に関する事項）

● 水産物供給基盤機能保全事業以外の事業基本計画の場合

水産庁 計画課 計画班 （内線6843）

● 水産物供給基盤機能保全事業の事業基本計画の場合

水産庁 整備課 企画班 （内線6880）

（Ⅱ．予算要求と交付申請に関する事項）

● 予算要求、要求資料に関する事項

水産庁 計画課 事業班 （内線6842）

● 補助金交付申請に関する事務的な事項（交付申請書、繰越手続き）

水産庁 整備課 総括班 （内線6881）

（Ⅲ．事業の執行と台帳調製に関する事項）

● 補助金交付申請に関する技術的な事項（工事設計書の作成、審査ヒアリ

ング、工法協議）

水産庁 整備課 企画班 （内線6880）

● 発注関係事務に関する事項

水産庁 整備課 施工積算班 （内線6884）

● 実績報告等に関する事項

水産庁 整備課 総括班 （内線6881）

● 漁港台帳の調製に関する事項

水産庁 計画課 管理班 （内線6846）
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